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（参考資料 10）「電気事業託送供給等収支計算規則」等 新旧対照法 

新 旧 

別表第１（第２条関係） 

事業者に係る託送供給等収支配分基準 

 

１〜7 （略） 

8．6．の規定により作成された送配電部門収支計算書を基に、様式第

1第 5表により超過利潤計算書を作成すること。ただし、税引前送

配電部門当期純利益（又は税引前送配電部門当期純損失）について

は、６．の規定により整理された税引前送配電部門当期純利益（又

は税引前送配電部門当期純損失）に、超過契約額（委任又は請負契

約に係る手続について正当な理由なく透明性又は公平性が確保され

ていない場合であって、当該契約について合理的な金額を超えて支

出した場合におけるその超えた部分の額をいう。以下第６表におい

て同じ。）を加算した額とし、特別損益については、6．の規定によ

り整理された特別利益から 6．の規定により整理された特別損失(災

害に伴う特別損失を除く。)を控除した額とすること。 

9〜14 （略） 

 

別表第１（第２条関係） 

事業者に係る託送供給等収支配分基準 

 

１〜7 （略） 

８．６．の規定により作成された送配電部門収支計算書を基に、様式

第１第５表により超過利潤計算書を作成すること。ただし、特別損益

については、６．の規定により整理された特別利益から６．の規定に

より整理された特別損失（災害に伴う特別損失を除く。）を控除した

額とすること。 

 

 

 

 

9〜14 （略） 
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◎「電気事業託送供給等収支計算規則」（平成１８年経済産業省令第２号）② 

新 旧 

第６表 

超過利潤累積額管理表 

年 月 日から 

年 月 日まで 

（単位 百万円） 

項 目 金 額 備 考 

前期超過利潤累積額（又は前期欠損累積額）（①）   

（中略）   

当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）（④＝①＋②－③）   

一定水準額（⑤）   

一定水準超過額（⑥＝④－⑤）   

（記載注意） 

１〜３ （略） 

４ 一定水準額は、送配電部門に係る固定資産の期首と期末における

帳簿価額（超過契約額に係る帳簿価額を除く。）を平均した額（以

下「平均帳簿価額」という。）に託送供給等約款の料金を設定した

際に算定した事業報酬率（（中略））を乗じて算定すること。 

５〜９ （略） 

第６表 

超過利潤累積額管理表 

年 月 日から 

年 月 日まで 

（単位 百万円） 

項 目 金 額 備 考 

前期超過利潤累積額（又は前期欠損累積額）（①）   

（中略）   

当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）（④＝①＋②－③）   

一定水準額（⑤）   

一定水準超過額（⑥＝④－⑤）   

（記載注意） 

１〜３ （略） 

４ 一定水準額は、送配電部門に係る固定資産の期首と期末における

帳簿価額を平均した額（以下「平均帳簿価額」という。）に託送供

給等約款の料金を設定した際に算定した事業報酬率（（中略）乗じ

て算定すること。 

 

 

５〜９ （略） 

 

   附 則 

この省令は、公布の日から施行し、この省令による改正後の電気事業託送供給等収支計算規則の規定は、この省令の施行の日以後に終了する

事業年度に係る一般送配電事業の業務その他変電、送電及び配電に係る業務に関する会計の整理について適用する。  
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◎「電気事業法等の一部を改正する法律附則に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」（平成２８年３月２８日） 

 

新 旧 

第１ 審査基準 

（１）改正法附則第１６条第４項の規定によりなおその効力を有する

ものとして読み替えて適用される改正法第１条の規定による改正

前の電気事業法（以下「特定旧法」という。）第７条第３項の規

定による指定期間の延長 

特定旧法第７条第３項の規定による指定期間の延長に係る審査

基準については、例えば、次のような正当な理由がある場合とす

る。 

①・② （略） 

 

第２ 処分の基準 

（７）特定旧法第２３条第１項の規定による特定小売供給約款等の変

更の認可の申請命令 

特定旧法第２３条第１項の規定による特定小売供給約款等の変

更の認可の申請命令については、同項に命令の基準が規定されて

いるところであり、より具体的には、例えば、改正法附則第１８

条第１項の認可を受け、又は特定旧法第１９条第４項若しくは第

７項の規定により届け出られた特定小売供給約款が、認可を受

け、又は届け出られた当時は合理的なものであったとしても、例

えば物価の大幅な変動や需要構成の著しい変化があるなど「社会

的経済的事情の変動」により「著しく不適当となり、公共の利益

の増進に支障がある」と認められる場合とする。 

第１ 審査基準 

（１）改正法附則第１６条第３項の規定によりなおその効力を有する

ものとして読み替えて適用される改正法第１条の規定による改正

前の電気事業法（以下「特定旧法」という。）第７条第３項の規

定による指定期間の延長 

特定旧法第７条第３項の規定による指定期間の延長に係る審査

基準については、例えば、次のような正当な理由がある場合とす

る。 

①・② （略） 

 

第２ 処分の基準 

（７）特定旧法第２３条第１項の規定による特定小売供給約款等の変

更の認可の申請命令 

特定旧法第２３条第１項の規定による特定小売供給約款等の変

更の認可の申請命令については、同項に命令の基準が規定されて

いるところであり、より具体的には、例えば、改正法附則第１８

条第１項の認可を受け、又は特定旧法第１９条第４項若しくは第

７項の規定により届け出られた特定小売供給約款が、認可を受

け、又は届け出られた当時は合理的なものであったとしても、例

えば物価の大幅な変動や需要構成の著しい変化があるなど「社会

的経済的事情の変動」により「著しく不適当となり、公共の利益

の増進に支障がある」と認められる場合とする。 
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なお、その判断に当たっては、次の情報を勘案することとす

る。 

①〜③ （略） 

④ 改正法附則第１８条第１項の認可を受け、又は特定旧法第１

９条第４項若しくは第７項の規定により届け出られた特定小売

供給約款における料金について、当該特定小売供給約款の実施

日の属する年度の４月１日から起算して当該料金（中略））を算

定した際に定められた原価算定期間に相当する年数が経過した

後に経済産業大臣が毎年度行う定期的な評価において、みなし

小売電気事業者の財務の状況が次のいずれかに該当すると認め

られることにより値下げ認可申請の必要があると評価した場合

であって、当該みなし小売電気事業者が当該認可申請の準備に

着手しない場合にあっては、当該定期的な評価の結果及びその

過程で得られた情報。ただし、当該認可申請の要否を評価する

に当たっては、部門別収支計算規則に基づいて整理された特定

需要・一般需要外部門の災害その他特別の事情による純損失の

有無を考慮するものとする。 

イ 部門別収支計算規則に基づいて整理された特定需要部門の電

気事業収益から電気事業費用を減じて得た額の当該電気事業

収益に対する割合（以下「電気事業利益率」という。）及び部

門別収支計算規則附則第２条の規定による廃止前の一般電気

事業部門別収支計算規則（平成１８年経済産業省令第３号。

以下「旧部門別収支計算規則」という。）に基づいて整理され

た一般需要部門の電気事業利益率の直近３年度間の平均値

（中略））が全てのみなし小売電気事業者の直近１０年度間の

部門別収支計算規則に基づいて整理された特定需要部門の電

気事業利益率及び旧部門別収支計算規則に基づいて整理され

た一般需要部門の電気事業利益率の平均値を上回っており、

なお、その判断に当たっては、次の情報を勘案することとす

る。 

①〜③ （略） 

④ 改正法附則第１８条第１項の認可を受け、又は特定旧法第１

９条第４項若しくは第７項の規定により届け出られた特定小売

供給約款における料金について、当該特定小売供給約款の実施

日の属する年度の４月１日から起算して当該料金（中略））を算

定した際に定められた原価算定期間に相当する年数が経過した

後に経済産業大臣が毎年度行う定期的な評価において、みなし

小売電気事業者の財務の状況が次のいずれかに該当すると認め

られることにより値下げ認可申請の必要があると評価した場合

であって、当該みなし小売電気事業者が当該認可申請の準備に

着手しない場合にあっては、当該定期的な評価の結果及びその

過程で得られた情報。ただし、当該認可申請の要否を評価する

に当たっては、部門別収支計算規則に基づいて整理された特定

需要・一般需要外部門の災害その他特別の事情による純損失の

有無を考慮するものとする。 

イ 部門別収支計算規則に基づいて整理された特定需要部門の電

気事業収益から電気事業費用を減じて得た額の当該電気事業収

益に対する割合（以下「電気事業利益率」という。）及び部門

別収支計算規則附則第２条の規定による廃止前の一般電気事業

部門別収支計算規則（平成１８年経済産業省令第３号。以下

「旧部門別収支計算規則」という。）に基づいて整理された一

般需要部門の電気事業利益率の直近３年度間の平均値（中

略））が全てのみなし小売電気事業者の直近１０年度間の部門

別収支計算規則に基づいて整理された特定需要部門の電気事業

利益率及び旧部門別収支計算規則に基づいて整理された一般需

要部門の電気事業利益率の平均値を上回っており、かつ、部門
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かつ、部門別収支計算規則に基づいて整理された特定需要部

門の超過利潤（特定需要部門の税引前当期純利益又は純損失

に支払利息及び超過契約額（委任又は請負契約に係る手続に

ついて正当な理由なく透明性又は公平性が確保されていない

場合であって、当該契約について合理的な金額を超えて支出

した場合におけるその超えた部分の額をいう。以下同じ。）を

加え、法人税等、財務収益（預金利息を除く。）及び事業報酬

額を減じて得た額をいう。）及び旧部門別収支計算規則に基づ

いて整理された一般需要部門の超過利潤（一般需要部門の税

引前当期純利益又は純損失に支払利息及び超過契約額を加

え、法人税等、財務収益（預金利息を除く。）及び事業報酬額

を減じて得た額をいう。）の累積額が事業報酬額（算定規則第

４条第２項第１号若しくは同条第３項第１号に掲げる額又は

旧算定規則第４条第２項の規定により算出された額をいう。）

のうち特定需要に係る額を超過していること。（中略） 

ロ （略） 

別収支計算規則に基づいて整理された特定需要部門の超過利潤

（特定需要部門の税引前当期純利益又は純損失に支払利息を加

え、法人税等、財務収益（預金利息を除く。）及び事業報酬額

を減じて得た額をいう。）及び旧部門別収支計算規則に基づい

て整理された一般需要部門の超過利潤（一般需要部門の税引前

当期純利益又は純損失に支払利息を加え、法人税等、財務収益

（預金利息を除く。）及び事業報酬額を減じて得た額をいう。）

の累積額が事業報酬額（算定規則第４条第２項第１号若しくは

同条第３項第１号に掲げる額又は旧算定規則第４条第２項の規

定により算出された額をいう。）のうち特定需要に係る額を超

過していること。（中略） 

 

 

 

ロ （略） 

 

附 則（２０２０○○○○資第△△号） 

 この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 


